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ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

食品産業の原料調達動向

〔要　　　旨〕

１　近年，農水産物の最終消費は，加工食品や外食・中食という形態で行われることが多く
なった。したがって，食料自給率の維持・向上のためには，加工・業務用需要に的確に対
応するとともに輸入品使用をできる限り国産品に置き換えていく努力が必要となる。

２　加工食品メーカーや外食･中食事業者は，バブル崩壊後の不況下ですすんだ消費者の低
価格志向に牽引され，さらに円高と輸入自由化を追い風にして，より安価で加工しやすい
食品原料を海外に求めるようになった。食料品・動物（原材料を含む）の輸入額は，1990
年の４兆926億円から06年には５兆246億円へと増加している。

３　食品製造業の原材料費率は90年代には総じて低下したが，原油高と穀物相場の上昇等に
より00年ごろを境に05年にかけて多くの品目で上昇に転じた。工業統計表上の業種ごとの
主要食料原料比率の推移について産業連関表を使って見てみると，素材型加工食品では，
原料の海外依存度が高いなかで，為替レートが円高に向かうにつれて主要食料原料比率が
低下してきた。また，素材型加工食品について主要食料原料に占める輸入額割合の推移を
みると，為替レートの円高化に連動する形で同様に低下している。

４　加工型加工食品の主要食料原料比率は，一般に原料の海外依存度を高めることによって
維持･低下してきた。品目別に見ると，肉加工品，農産瓶缶詰，冷凍調理食品では，輸入
原料を増やすことで原料比率を低下させた。飲食店，惣菜・寿司・弁当では，同様に原料
輸入を増やしたが，惣菜等は米飯類製品の生産増によるコメの投入増で原料比率が上昇し
た。漬物を主体とする農産保存食料品や酪農品原料の海外依存度は低く，国産原料の動向
が原料比率を維持･低下するうえで重要となる。

５　00年以降の原材料費率上昇への対応は，価格転嫁が中心で，国産品への切替は低位にと
どまっている。しかしながら加工型食品製造業・外食産業の食材仕入れの主力は国産品で
あり，それも生鮮野菜に限っては産地からの仕入れが圧倒的に多い。売上規模が小さい外
食企業ほど国産野菜志向が強い事実とあわせ考えると，地産地消における食農連携の推進
が，輸入対抗力，自給率向上に有効・不可欠なことを示している。

６　食品産業は厳しい原料調達姿勢を保持していくものと考えられるが，野菜に限っても国
内生産額2.5兆円の33％相当を調達する巨大セクターであり，農協系統としては引き続き
その需要動向を探りつつ的確に対応していく必要があろう。
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近年，農水産物の最終消費は，加工食品

や外食・中食という形態で行われることが

多くなった。これは，都市化に伴って生じ

る現象で，所得の上昇と単独・共働き世帯

の増加等に起因する食の簡便化・外部化志

向によってもたらされたものである。例え

ば，主要野菜の消費をみると加工・業務用

割合は上昇傾向にあって，2005年では55％

と過半を占め，家計消費を上回る水準に達

している。
（注１）

加工食品メーカーや外食･中食事業者

（以下，それぞれ「食品製造業」「外食産業」両

者をあわせて「食品産業」という）は，バブ

ル崩壊後の不況下ですすんだ消費者の低価

格志向に牽引され，さらに円高と輸入自由

化を追い風にして，より安価で加工しやす

い食品原料を海外に求めるようになった。
（注２）

食料品・動物（原材料を含む）の輸入額は，

90年の４兆926億円から06年には５兆246億

円へと増加している。
（注３）

また，主要野菜の加

工・業務用需要における輸入割合は，90年

の12％から05年には32％へと大きく上昇し

ている。
（注４）

したがって，食料自給率の維持・向上の

ためには，加工・業務用需要に的確に対応

するとともに，輸入品使用をできる限り国

産品に置き換えていく努力が必要となる。

それでは，今後農業との連携を強化すべ

きものと考えられる食品産業の原料調達は

どのような状況にあるのだろうか。一般に，

「４定（定質，定時・定量，定価）」や「用

途別ニーズに対応した品種・規格」等が求

められることは明らかであり，これに対す

る具体的な取組みもなされている。しかし

ながら，定量的な動向については必ずしも

明らかなものとはなっていない。そこで本

稿では，食品産業の原料調達の動向につい

てできる限り定量的に検討してみることと

したい。
（注１）小林（2006，13頁），同氏へ聞き取り（07
年１月）。輸入加工野菜等を含む数値。

（注２）国産品と輸入品との価格差は，例えば生鮮
野菜の国内卸売価格ベースで1.6倍程度（04年現
在，05年の輸入上位９品目単純平均；藤野
（2007，６頁）），また，輸入食材の加工適性は，
①用途別ニーズに対応した品種・規格の指定や，
②低廉労働集約によるカット等の多様な一次加
工が容易なこと等で形成される。
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（注３）財務省貿易統計。
（注４）（注１）に同じ。

最終消費からみた飲食費の帰属額割合の

時系列推移をみると，食品産業の占める割

合が上昇傾向にある一方で，食用農水産物

の割合が低下しているのが分かる（第１

表）。統計の入手が可能な最近年である

2000年では，総額80兆円のうち食用農産物

は11.4兆円（構成比14.2％）にすぎず，食品

製造業が26.9兆円（同33.5％），飲食店が

15.2兆円（同19.0％），食品産業全体では

42.1兆円（同52.5％）と過半を占めている。

これは，５年に１度作成される産業連関表

に付属する農林水産省による推計結果であ

り，加工度の低い精穀（精米，精麦等），屠

畜（各種肉類），冷凍魚貝類も食品製造業に

含まれている。
（注５）

大きく伸張しているのが飲食店で，80年

に7.7兆円だったものが00年には15.2兆円と

２倍近くに達している。食品製造業は90年

において既に24.2兆円（同34.5％）と大きく，

00年にかけての増加率は11.1％にとどまる

が，うち輸入品は3.4兆円（同4.3％），増加率

は18.2％と高く，食料自給率の維持・向上

を図るには，生鮮品原料における輸入代替

はもとより，輸入加工品への対抗のために

も食品製造業との連携が必要なことが分か

る。

（注５）農漁業部門から食品製造業に対する投入額
ベースでみると，精穀2.6兆円，屠畜1.3兆円，冷
凍魚貝類1.0兆円となっている（農林水産省
（2004）『農林漁業及び関連産業を中心とした産
業連関表（平成12年表）』）。

（１） 食品製造業

食品製造業の業種別出荷額等の推移をみ

ると，05年の食品製造業（飼肥料，たばこ，

製氷を除く，以下同じ）の出荷額は29兆

1,645億円であり，00年に比して

6.3％減少した。素材型の食品製造

業では，動植物油脂を除いては90

年代の減少が継続している一方

（素材型全体で4.3％減），90年代に総

じて伸張した加工型の食品製造業

が，00年以降の国内企業物価の低

下の影響も受けて，パン・菓子と

惣菜を除いて減少している（加工

型全体で6.5％減）（第２表，第１，２

図）。この国内企業物価の低下は，
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（単位　１０億円，％） 

食用農水産物  

　国産 
　輸入 

食品製造業  

　国産 
　輸入 

飲食店  

関連流通業 

　　合計 
資料　農林水産省『農林漁業及び関連産業を中心とした産業連関表（平成
１２年表）』 

第1表　最終消費からみた飲食費の帰属額推移 

１２，２６４ 

１１，０００ 
１，２６４ 

１４，３３５ 

１２，４２７ 
１，９０８ 

７，６８５ 

１２，５４６ 

４６，８３０ 

実数 

２６．２ 

２３．５ 
２．７ 

３０．６ 

２６．５ 
４．１ 

１６．４ 

２６．８ 

１００．０ 

構成比 

８０年 

１３，３９３ 

１２，２０５ 
１，１８８ 

２４，２１３ 

２１，３１０ 
２，９０３ 

１２，５７６ 

２０，０６５ 

７０，２４７ 

実数 

１９．１ 

１７．４ 
１．７ 

３４．５ 

３０．３ 
４．１ 

１７．９ 

２８．６ 

１００．０ 

構成比 

９０ 

１１，３７５ 

１０，１８９ 
１，１８６ 

２６，８９８ 

２３，４６６ 
３，４３２ 

１５，２３０ 

２６，７５４ 

８０，２５７ 

実数 

１４．２ 

１２．７ 
１．５ 

３３．５ 

２９．２ 
４．３ 

１９．０ 

３３．３ 

１００．０ 

構成比 

００ 

１　飲食費の帰属額からみた

食品産業

２　食品産業の業種別

売上額・原材料費率



関連する食品の消費者物価の低下の一要因

と考えられる消費者の低価格志向に牽引さ

れているものと考えられる（第３図）。

食品製造業の原材料費率は，90年代には

総じて低下したが，原油高と世界的な干ば

つによる穀物相場上昇等により00年ごろを

境に05年にかけて多くの品目で上昇に転じ

た（同表）。これを食品製造業全体の交易

条件の推移の視点でみると，投入指数は90
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資料　日銀『物価指数月報』 
（注）　数値は各年度の指数（基準は２０００暦年＝１００）。 

１３０ 

（２０００年 
  ＝１００） 

１２０ 

１１０ 

１００ 

９０ 
９０ 
年度 

９４ ９６ ９８ ００ ０２ ０４ ０６ 

第1図　国内企業物価指数の推移 
 （素材型加工食品） 

糖類 

加工食品 小麦粉 

コーンスターチ 食用油脂 

資料　経済産業省｢工業統計表｣各年版（０５年は概要版）          
（注）１　本表の｢食料製造業｣には飼肥料製造業, たばこ製造業, 製氷業を含まない。          

２　原材料費率＝原材料使用額等（原材料, 燃料, 電力使用額, 委託生産費）÷出荷額×１００（％）        

第2表　食品製造業の業種別出荷額等の推移 

９０年 

２，９７７ 

３２４ 

７１ 
１６５ 
７８ 
１１ 

２，６５３ 

４９２ 
４０１ 
９２ 
１５４ 
４１３ 
９０ 
６３ 
４７ 
１８４ 
４３３ 
６１ 
２２１ 

３，１１４ 

２６３ 

５４ 
１３２ 
６８ 
９ 

２，８５１ 

４８４ 
３８７ 
９８ 
１８９ 
４１０ 
１０３ 
８４ 
６９ 
２１７ 
４１９ 
７０ 
３２１ 

２，９１６ 

２５２ 

４５ 
１２６ 
７２ 
８ 

２，６６５ 

４７５ 
３２４ 
８２ 
１８３ 
４１１ 
９４ 
７５ 
７３ 
１９５ 
３７６ 
６３ 
３１２ 

４．６ 

△１８．７ 

△２４．３ 
△１９．５ 
△１２．２ 
△１７．６ 

７．４ 

△１．６ 
△３．６ 
５．９ 
２２．４ 
△０．７ 
１４．２ 
３２．５ 
４６．７ 
１７．７ 
△３．４ 
１５．４ 
４５．４ 

△６．３ 

△４．３ 

△１５．６ 
△４．６ 
５．５ 
△５．９ 

△６．５ 

△１．８ 
△１６．３ 
△１５．８ 
△３．２ 
０．１ 
△９．３ 
△１０．１ 
６．９ 

△１０．３ 
△１０．１ 
△９．７ 
△２．６ 

５６．４ 

７４．８ 

６８．９ 
８１．０ 
６７．７ 
６９．１ 

５４．２ 

７２．６ 
６８．２ 
５９．８ 
４７．９ 
４５．６ 
５５．８ 
６３．３ 
５７．０ 
５６．９ 
２５．４ 
６８．３ 
５１．９ 

５２．５ 

７０．８ 

６２．２ 
７９．４ 
６１．５ 
６５．９ 

５０．８ 

６７．９ 
６４．０ 
５５．０ 
４４．９ 
４２．５ 
５３．９ 
６１．０ 
５４．０ 
５１．７ 
２２．３ 
６７．５ 
５０．７ 

５３．４ 

７４．９ 

６８．２ 
８１．０ 
６８．８ 
７０．５ 

５１．４ 

６９．９ 
６３．４ 
５４．２ 
４５．０ 
４３．０ 
５４．５ 
６１．１ 
５４．２ 
５２．７ 
２１．２ 
６７．４ 
５３．３ 

△３．９ 

△４．０ 

△６．７ 
△１．７ 
△６．２ 
△３．２ 

△３．３ 

△４．７ 
△４．２ 
△４．８ 
△３．０ 
△３．１ 
△１．９ 
△２．３ 
△３．０ 
△５．２ 
△３．１ 
△０．８ 
△１．２ 

０．９ 

４．１ 

５．９ 
１．６ 
７．３ 
４．６ 

０．６ 

２．１ 
△０．６ 
△０．８ 
０．１ 
０．６ 
０．６ 
０．１ 
０．２ 
１．０ 
△１．１ 
△０．１ 
２．６ 

食品製造業計 

　素材型 

　　糖類 
　　精穀･製粉 
　　動植物油脂 
　　でんぷん 

　加工型 

　　畜産食料品 
　　水産食料品 
　　缶瓶詰等 
　　調味料 
　　パン･菓子 
　　めん類 
　　冷凍調理食品 
　　惣菜 
　　清涼飲料 
　　酒類 
　　茶･コーヒー 
　　その他 

出荷額 増減率 

００ ０５ ００／９０ ０５／００ ９０ 

原材料費率 

００ ０５ 

左の増減（ポイント） 

００－９０ ０５－００ 

（単位　１００億円，％）

 

加工食品 
肉製品 
乳製品 
水産加工食品 
農産加工食品 
調味料 
パン・麺類 
菓子 
冷凍調理食品 
惣菜 
清涼飲料類 
酒類 
茶・コーヒー 

資料, （注）とも第１図に同じ　 

１００ 

（２０００年 
  ＝１００） 

９５ 

９０ 

８５ 
９０ 
年度 

９４ ９６ ９８ ００ ０２ ０４ ０６ 

第2図　国内企業物価指数の推移 
 （加工型加工食品） 



年代にほぼ一貫して低下するなか，産出指

数が上昇して交易条件は好転したが，00年

を境に投入指数が反転上昇し，産出指数は

弱含みの横ばいとなって交易条件は悪化し
（注６）

た（第４図）。

同期間の企業物価指数（加工食品），輸

入物価指数（食料品・飼料，契約通貨ベース），

為替レート（円／米ドル，以下同じ）の推移

をみると，為替レートにほぼ連動する形で

輸入物価指数（食料品・飼料，契約通貨ベー

ス）が上下するなかで，企業物価指数（加

工食品）は緩やかな上昇基調にあり，00年

を境に輸入物価指数が上昇し，為替レート

が円安傾向に向かったことにより基調が継

続されたことが分かる（第５図）。

（２） 外食産業

外食産業の市場規模の推移をみると，料

理品小売業（中食産業）を含めた売上高は

06年で29兆9,638億円と00年に比して7.3％

減少した（第３表）。外食産業（狭義）の売

上高は同24兆3,592億円で00年比10.9％減少

した。90年代には宿泊施設を除いて総じて

伸張した飲食店等の給食主体部門が減少に

転じたほか，居酒屋等料飲主体部門が引き

続いて減少した（保育所給食を除く）。料理

品小売業の06年の売上高は５兆6,046億円

で，00年比12.4％増加した。

外食産業（狭義）の売上動向について，
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資料　日銀『日本銀行統計』『金融経済統計月報』 

２３０ 

（２０００年 
  ＝１００） 

１８０ 

１３０ 

８０ 

第5図　食品物価指数の推移 

為替レート（円／米ドル） 

企業物価（加工食品） 

輸入物価 
（食料品・飼料／契約通貨ベース） 

８５ 
年 

９０ ９５ ００ ０５ 

資料　日銀『日本銀行統計』 

１２０ 

（２０００年 
  ＝１００） 

１１０ 

１００ 

９０ 

８０ 

第4図　食料品製造業の交易条件指数推移 

投入 

産出 

交易条件 

９０ 
年 

９５ ００ ０５ 

食料工業製品 
調理食品 
加工肉 
乳製品 
魚肉・練製品 
他の野菜・ 
海草加工品 

調味料 
油脂 
パン 
麺類 
菓子類 
飲料 
酒類 

資料　総務省『消費者物価年報』 

１２０ 

（２０００年 
  ＝１００） 

１０５ 

９０ 

７５ 
９０ 
年 

９２ ９４ ９６ ９８ ００ ０２ ０４ ０６ 

第3図　消費者物価指数の推移（食品） 



ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

日本フードサービス協会（以下「JF」とい

う）による「外食産業経営動向調査（94～

06年，年間データ）」
（注７）

で「既存店ベース」の

売上金額，利用客数，客単価の前年比率推

移をみると，98年以降02年まで客単価の前

年比率が100％を割り込んでいたが，03年

には100％を回復して上昇基調にあること

が分かる。売上高のもう一方の構成要素で

ある利用客数の前年比率は，01年

を除いて100％を割り込み低下基調

にあったが，03年を底に上昇に転

じ05年には100.9％に回復した（06

年は99.3％に低下）。このため，客単

価と利用客数の積である売上金額

の前年比率も長期にわたって100％

を大きく割り込んでいたが，03年

を底に上昇基調に転じて06年には

100.1％となった（第６図）。

一方，新規店を含む「全店ベース」

の売上金額，利用客数，店舗数の

前年比率推移をみると，店舗数の

増加率はほぼ４％台で安定してい

たが，03年から増加率が低下して

きた。これに連動して利用客数の前年比率

もほぼ同様の傾向を示している。しかしな

がら，客単価の低迷により売上金額の増加

率は１～２％台にとどまっている（03年は

既存店客数の低下で前年比率99.7％）（第７図）。
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資料　 (財)外食産業総合調査研究センターの推計による 

第3表　外食産業の市場規模推移 

９０年 

２５，６７６ 

１９，２１７ 

１５，７６６ 

１０，９４６ 
２１２ 
４，６０８ 

３，４５１ 

５２０ 
１，８６０ 
９０８ 
１６３ 

６，４５９ 

１，５２４ 
１，３０７ 
４３４ 
３，１９４ 

２，３４１ 

２８，０１７ 

００ 

２７，３３４ 

２１，３１６ 

１７，３７７ 

１２，９２４ 
２５６ 
４，１９６ 

３，９３９ 

４８５ 
２，１１９ 
１，１１０ 
２２４ 

６，０１８ 

１，２４０ 
１，２６５ 
４２０ 
３，０９４ 

４，９８８ 

３２，３２１ 

０６ 

２４，３５９ 

１９，２５２ 

１５，６６８ 

１２，３３６ 
２５４ 
３，０７９ 

３，５８３ 

４６９ 
１，８８６ 
９７２ 
２５５ 

５，１０８ 

１，０５２ 
１，０７４ 
３５６ 
２，６２５ 

５，６０５ 

２９，９６４ 

００／９０ 

６．５ 

１０．９ 

１０．２ 

１８．１ 
２０．８ 
△８．９ 

１４．１ 

△６．７ 
１３．９ 
２２．３ 
３７．７ 

△６．８ 

△１８．７ 
△３．２ 
△３．２ 
△３．１ 

１１３．１ 

１５．４ 

０６／００ 

△１０．９ 

△９．７ 

△９．８ 

△４．６ 
△０．７ 
△２６．６ 

△９．０ 

△３．３ 
△１１．０ 
△１２．４ 
１４．０ 

△１５．１ 

△１５．１ 
△１５．１ 
△１５．１ 
△１５．１ 

１２．４ 

△７．３ 

外食産業計 

　給食主体部門 

　　営業給食 

　　　飲食店 
　　　国内線機内食等 
　　　宿泊施設 

　　集団給食 

　　　学校 
　　　事業所 
　　　病院 
　　　保育所給食 

　料飲主体部門 

　　喫茶店 
　　居酒屋等 
　　料亭 
　　バー・キャバレー等 

料理品小売業     

外食産業 
（料理品小売業を含む） 

実数 増減率 

（単位　１０億円，％） 

資料　日本フードサービス協会（２００７）「外食産業動向調査」
（ホームページ） 

１０２ 
（％） 

１００ 

９８ 

９６ 

９４ 
９４ 
年 

９６ ９８ ００ ０２ ０４ ０６ 

第6図　外食産業経営動向（既存店） 
（前年比率） 

客単価 
利用客数 

売上金額 

資料　第６図に同じ 

１０８ 
（％） 

１０６ 

１０４ 

１０２ 

９８ 

１００ 

９４ 
年 

９６ ９８ ００ ０２ ０４ ０６ 

第7図　外食産業経営動向（全店） 
（前年比率） 

利用客数 

店舗数 

売上金額 



（注６）投入指数は原材料と燃料・動力の企業物価
指数であり，産出指数は製品の生産者販売価格
指数で，投入価格は工業統計表に基づく第２表
の原材料費（率）にかかる卸売価格に相当する。

（注７）日本フードサービス協会ホームページ（外
食産業データ）。

（１） 食品製造業

ａ　食品製造業全体

前掲第２表の原材料費率には，原材料の

ほかに補助材料や燃料・電力使用額，委託

生産費が含まれているが，産業連関表を用

いて，同表の工業統計表上の業種（小分類）

に対応する各部門の主要食料原料比率（主

要食料原料投入額／国内生産額×100（％），

以下同じ）の推移を見てみると，一般に素

材型加工食品では，原料の海外依存度が高

いなかで，砂糖を除いて為替レートが円高

に向かうにつれて主要食料原料比率が低下

してきたのが分かる（
（注８）

第８図）。また，素

材型加工食品について，国内生産額に占め

る主要食料原料輸入額割合の推移をみる

と，同様に，砂糖を除いて為替レートの円

高化に連動する形で低下傾向にある（第９

図）。素材型加工食品における主要食料原

料の輸入量割合（主要食料原料総量対比＝原

料の量的輸入依存度，以下同じ）は安定して

いることから，円高による輸入価格低下が

主要食料原料比率を低下させたものと考え

られる（対応する期間内の各原料品目の国際

価格は，豊凶変動はありながら85～00年の計

測年については，砂糖を除いて安定的に推移

した）。実際に，日本における品目別の農

産物輸入量の推移を指数化してみると，対

応する期間内に増加が著しいのは野菜，肉

類，果実で，素材型加工食品にかかる穀物

は増加の程度が緩やかなものとなっている

（第10図）。砂糖については，国際粗糖相場
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資料　農林水産省『農林漁業・食品工業を中心とし
た産業連関表』各年度版, 『米価に関する資料』,
蚕糸砂糖類価格安定・農畜産業振興事業団年報, 
日銀『金融経済統計月報』 

（注）１　主要食料原料比率＝主要食料原料投入額／ 
国内生産額×１００（％） 

２　製粉, 砂糖には国内産品保護のためのマ
ークアップ（差益）, 調整金を含む。　 
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第8図　主要食料原料比率の推移（素材型） 
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３　食品産業の食料原料
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資料, （注）とも第８図に同じ　 

６０ 
（％） 

３００ 
（円／米ドル） 

５０ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０ 

０ 

２５０ 

２００ 

１５０ 

１００ 

５０ 

０ 
８５ 
年度 

９０ ９５ ００ 

第9図　生産額に占める主要食料原料 
　　　輸入額割合の推移（素材型） 
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（右目盛） 

製粉 



ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

の上昇等によって，主要食料原料比率およ

び国内生産額に占める主要食料原料輸入額

割合が低下しなかった。
（注９）

加工型加工食品の主要食料原料比率につ

いて同様に見てみると，為替レートが円高

に振れるにつれて低下する傾向にある肉加

工品，酪農品，冷凍調理食品，農産瓶缶詰

と，あまり連動性が認められない農産保存

食料品，惣菜・寿司・弁当，飲食店（2000

年については一般飲食店，喫茶店，遊興飲食

店の合計）とに分かれる（第11図）。一般に，

輸入量割合は前者において高く（酪農品を

除く），後者においては低いものと考えら

れる（輸入額割合ではそのように計測される。

なお，内外価格差の分だけ，輸入額割合は輸

入量割合より低く現れる。）（第12図）。一方，

加工型加工食品における主要食料原料中の

輸入額の推移を見てみると，農産瓶缶詰を

除く全品目で為替レートの円高化に伴って

上昇しており，惣菜・寿司・弁当，農産保

存食料品，飲食店で上昇が著しい。これら

の３品目（部門）では，主要食料原料に占

める輸入額割合も上昇しているが，それよ

りも外食・中食業界規模自体の伸張（00／
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資料　農林水産省「農林水産物輸出入の数量・価格指数」 

（１９９０年 
  ＝１００） 
２５０ 

２００ 

１５０ 

１００ 

５０ 
８５ 
年度 

９０ ９５ ００ ０４ 

第10図　農産物輸入量の推移 

野菜 

肉類 

油脂 

穀物 

輸入価格 

果実 

農産物総合 

冷凍調理食品 

資料　農林水産省『農林漁業・食品工業を中心とした産業
連関表』各年度版, 日銀『金融経済統計月報』 

（注）　主要食料原料比率＝主要食料原料投入額 
／国内生産額×１００（％） 

６０ 
（％） 
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９０ ９５ ００ 

第11図　主要食料原料比率の推移（加工型） 
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資料　第１１図に同じ 
（注）　主要食料原料に占める輸入額割合 

＝うち輸入額／主要食料原料投入額×１００（％） 

７０ ３００ 
（円／米ドル） （％） 
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第12図　主要食料原料に占める輸入額 
  割合の推移（加工型） 

為替レート（右目盛） 



90年の売上高伸び率は各5.7％，113.1％，前掲

第３表）等が影響しているものと考えられ

る。

次に，加工型加工食品のうち国内産地に

影響の大きい未加工品の投入が多い主要な

品目について，より詳細に見ていこう。

ｂ　肉加工品

肉加工品の原材料に関しては，鶏肉

（1962年），豚肉（71年），牛肉（90年）の輸

入自由化（輸入数量制限撤廃）が行われて

きた。このため，肉類に占める輸入額割合

は85年で既に62.1％と高く，90年，95年に

はいったん50％前後に低下するが，00年に

は62.5％へと上昇する。肉類で最大のもの

は豚肉で，00年で2,760億円，うち輸入が

1,711億円（62.0％）となっている。

国内生産額は95年までは拡大してきた

が，バブル崩壊後の長期不況の影響もあり

00年で8,479億円と，95年比3.1％減少した。

これは，生産数量が減少したことによるも

ので，食肉加工品全体で6.0％減少してい

る。こ
（注10）

うしたなかで，国内生産額に対する

肉類原料の比率は00年で38.3％と，95年比

3.3ポイント低下した。このように，肉加

工品は肉類原料に占める輸入額割合を上昇

させることで肉類原料比率（生産額対比）

を低下させ，粗付加価値率（粗付加価値部

門計（生産額－中間投入額）の生産額対比，

以下同じ）を維持・向上させたものといえ

る（29.5％（95年）→30.5％（00年））。実際

に食肉加工用仕向肉の輸入量割合は，90年

（豚肉49.5％，牛肉89.8％）から00年（同

74.8％，90.1％）と上昇している。
（注11）

ｃ　酪農品

酪農品に関しては，ナチュラルチーズ

（1953年），プロセスチーズ（89年），乳製品

（バター，脱脂粉乳等，95年）の輸入自由化

が行われてきた。酪農品原料に占める輸入

額割合は，85年には11.7％だったが18.6％

（90年），26.7％（95年）と輸入自由化に歩

調をあわせて上昇してきた（00年は24.2％）。

原材料中最大のものは酪農産出物（生乳）

であり，00年には6,842億円（生産額対比

33.8％）で，このすべてが国内産品となっ

ている。

国内生産額は肉加工品と同様に95年まで

は拡大してきたが，00年では２兆270億円

と，95年比5.4％減少した。これは，生産

数量が減少したことによるもので，飲用牛

乳等9.7％減をその他乳飲料25.7％増が補っ

たものの，生乳等合計では1.0％の減，乳

製品では9.4％の減となっている。
（注12）

国内生産額に対する主要食料原料の比率

は，85年以降長期的に低下してきているが

（85年（56.5％）→00年（48.3％）），輸入が増

加した酪農品原料の比率は低下しておら

ず，その主因は乳業メーカーの基準取引価

格（乳業者支払可能乳代，00年度までの制度）

の低下にあり，これにより粗付加価値率を

維持・向上してきたものといえる（18.2％

（85年）→24.5％（00年））。

なお，輸入量の多い品目はナチュラルチ

ーズで，プロセスチーズ原料用ナチュラル

チーズの輸入割合は，90年（70.9％）から
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00年（78.8％）へと上昇している。
（注13）

ｄ　農産瓶缶詰

農産瓶缶詰に関しては，輸入自由化が野

菜の一部で1961年から始まり，現行輸入関

税率も生鮮野菜で平均４％と低いにもかか

わらず，野菜原料に占める輸入額割合は

2000年でも2.7億円（3.3％）にとどまってい

る。投入（調達）額で最も大きいのは果実

の191億円（生産額対比12.3％）で，次いで

野菜の81億円（同5.2％）となっている。輸

入割合が高いのは素材では果実の16.0％

（30億円），加工品では農産保存食料品

79.3％（40億円），農産瓶缶詰60.1％（29億

円）となっており，加工品の形で輸入して

再投入する形態が多い（以上いずれも00年

の数値）。

国内生産額は85年以来一貫して減少して

おり，00年で1,546億円となった。これは，

生産数量が減少したことによるもので，農

産瓶詰，缶詰ともに生産数量は減少してい

る。
（注14）

主要食料原料に占める輸入額割合は85年

以来上昇基調にあり，これに伴って国内生

産額に対する主要食料原料比率は85年以来

低下傾向にあって，したがってまた粗付加

価値率も同様に上昇傾向にある。

ｅ　農産保存食料品

漬物を主体とする農産保存食料品に関す

る輸入自由化の影響は，前記「ｄ農産瓶缶

詰」と同様だが，野菜原料に占める輸入額

割合は2000年で67億円（5.1％）とやや大き

い。投入（調達）額で最も大きいのが野菜

の1,307億円（生産額対比23.0％），次いで果

実の128億円（同2.3％）となっている。輸

入額割合が高いのは素材では果実の30.4％

（39億円），加工品では農産保存食料品

81.2％（95億円，以上いずれも00年の数値）

で，主要食料原料に占める輸入額割合は85

年以来ほぼ10～12％程度で横ばい状態にあ

る。

国内生産額は85年以来ほぼ横ばいで，

2000年で5,693億円となった。

国内生産額に対する主要食料原料比率も

85年以来30％程度で一定しており，粗付加

価値率もほぼ横ばい傾向にある。

ｆ　冷凍調理食品

冷凍調理食品における投入（調達）額で

最も大きいものは，2000年で冷凍魚介類の

292億円（輸入割合83.8％）で，次いで肉類

515億円（同52 .0％），野菜200億円（同

13.6％）と続く。肉類の輸入額割合は前記

「ｂ 肉加工品」より低く，近年になって上

昇してきた。肉類で最大のものは豚肉の

196億円（同47.9％）だが，輸入額割合が高

いのは牛肉（132億円，同74.4％）となって

いる。ここでは，野菜の輸入額割合が相対

的に低いこと，いいかえれば国産野菜投入

（調達）割合が相対的に高い（86.4％）こと

に注目する必要がある。主要食料原料全体

の輸入額割合は，肉類と野菜の上昇を主因

に00年で35.6％と，95年対比で10.4ポイン

トも上昇した。

国内生産額は大きく増加してきたが，95
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年以降増加率はやや鈍化しており，2000年

で5,865億円となった。冷凍調理食品全体

の生産数量は，00年／95年対比で12.1％増

となっている。
（注15）

国内生産額に対する主要食

料原料比率は00年で27.2％と，95年比2.7ポ

イント低下した。冷凍調理食品も主要食料

原料に占める輸入額割合を上昇させること

で主要食料原料比率（生産額対比）を低下

させ，相対的に高水準の粗付加価値率を維

持・向上させたものといえる（34.3％（95

年）→36.7％（00年））。

ｇ　惣菜・寿司・弁当

惣菜・寿司・弁当における投入（調達）

額で最も大きいものは，2000年で精穀の

2,502億円（輸入割合0.0％）で，次いで肉類

1,344億円（同48.7％），野菜991億円（同

3.3％），冷凍調理食品715億円（同0.0％），

調味料698億円（同0.9％）と続く。肉類の

輸入額割合は前記「ｂ肉加工品」より低く，

近年になって上昇してきた。肉類で最大の

ものは牛肉の506億円（同54.2％），次いで

豚肉（449億円，同48.0％）となっている。

ここでも，野菜の輸入額割合が相対的に低

いこと，すなわち国産野菜投入（調達）割

合が相対的に高い（96.7％）ことに注目する

必要がある。主要食料原料全体の輸入額割

合は，肉類の上昇を主因に2000年で18.5％

と，95年対比で5.3ポイント上昇した。

国内生産額は急激に増加してきており，

2000年で２兆6,198億円（95年対比198.9％）

となった。国内生産額に対する主要食料原

料比率は2000年で35.3％と，95年比2.6ポイ

ント上昇した。これは，輸入額割合の上昇

により生産額対比でみた肉類原料比率は低

下したものの，米飯類製品の生産増による

精穀投入（調達）額の増加により精穀原料

比率が上昇したこと等による。

惣菜・寿司・弁当は，主要食料原料に占

める輸入額割合を上昇させることで主要食

料原料比率（生産額対比）の低下を志向し

たものの，米飯類製品の生産増という製品

構成の変化による精穀投入（調達）額の増

加によって精穀原料比率が上昇したこと等

により，相対的に高水準の粗付加価値率を

低下させたものといえる（34.9％（95年）→

29.7％（00年））。

（２） 外食産業

ａ　飲食店

産業連関表上の飲食店部門における投入

（調達）額で最も大きいものは，2000年で

酒類１兆3,735億円（輸入割合11.5％）で，

次いで肉類6,703億円（同43.6％），冷凍調理

食品3,284億円（同0.0％），冷凍魚介類3,219

億円（70.7％），野菜3,097億円（同10.0％），

精穀2,586億円（同4.4％）と続く。肉類の輸

入額割合は，近年になって上昇してきた。

肉類で最大のものは牛肉の2,847億円（同

46.8％），次いで鶏肉（1,721億円，同26.3％），

豚肉（1,378億円，同38.7％）となっている。

ここでも，野菜の輸入割合が相対的に低い

こと，すなわち国産野菜投入（調達）割合

が相対的に高い（90.0％）ことと，精穀に

輸入米が投入（調達）されていることに注

目する必要がある。主要食料原料全体の輸
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入額割合は，野菜の上昇を主因に00年で

18.2％と，95年対比で3.6ポイント上昇した。

国内生産額は大きく増加してきたが，95

年以降増加率はやや鈍化しており，2000年

では22兆9,633億円と95年比横ばい（100.3％）

となった。国内生産額に対する主要食料原

料比率は00年で23.2％と，95年比0.1ポイン

ト上昇した。飲食店も主要食料原料に占め

る輸入額割合を上昇させることで主要食料

原料比率（生産額対比）の低下を志向した

ものの，人件費率の高いサービス業ゆえの

高水準の粗付加価値率は弱含みの横ばいと

なった（47.2％（95年）→45.5％（00年））。

ｂ　外食企業

外食企業の食材比率（売上高対比）をJF

の『外食産業食材仕入実態調査報告書
（注16）

（2002）』で見てみると，外食企業全体では

34.4％（単数回答社数比率，以下同じ）で，

売上規模が大きくなるほど比率が高まる傾

向にある（第４表）。

外食企業の輸入野菜使用状況について

は，外食企業全体で「使用している」

（18.6％），「一部使用している」（51.3％）と，

両者をあわせると７割弱の企業での使用が

認められ（第５表），今後の見込みでは，

「今以上に増大」（45.6％），「今までと変わ

農林金融2007・9
13 - 481

主
な
業
態 

売
上
規
模 

４，７００ 

１，３０６ 
１，４５７ 
４５５ 
６９１ 
１６１ 
５０４ 
１２６ 

３２ 
８８ 
２７３ 
３９３ 
１，３３５ 
２，５８１ 

全体 

ファーストフード 
ファミリーレストラン 
ディナーレストラン 
パブ・居酒屋 
喫茶 
総合給食・給食 
その他 

１０億円未満 
１０～２０ 
２０～５０ 
５０～１００ 
１００～３００ 
３００億円以上 

資料　日本フードサービス協会（２００２）『外食産業食材仕
入実態調査報告書』    

外食企 
業売上 
高　　 

３４．４ 

３５．８ 
３２．６ 
３０．３ 
２９．６ 
３２．６ 
４１．９ 
３４．３ 

３１．９ 
３２．１ 
３１．９ 
３３．１ 
３１．５ 
３５．６ 

売上高 
食材比 
率　　 

１，６１７ 

４６８ 
４７５ 
１３８ 
２０５ 
５３ 
２１１ 
４３ 

１０ 
２８ 
８７ 
１３０ 
４２１ 
９１８ 

外食企 
業の食 
材仕入 
高　　 

（単位　１０億円，％）

第4表　外食産業の業態･売上規模別食材比率等 

業
態 

売
上
規
模 

１８．６ 

２６．９ 
２０．７ 
１２．５ 
０．０ 
０．０ 
２８．６ 
２５．０ 

２５．０ 
９．１ 
０．０ 
２８．０ 
１５．６ 
３１．８ 

全体 

ファーストフード 
ファミリーレストラン 
ディナーレストラン 
パブ・居酒屋 
喫茶 
総合給食・給食 
その他 

１０億円未満 
１０～２０ 
２０～５０ 
５０～１００ 
１００～３００ 
３００億円以上 

資料　第４表に同じ 

５１．３ 

３４．６ 
６９．０ 
４５．８ 
９２．３ 
３３．３ 
２８．６ 
２５．０ 

２５．０ 
６３．６ 
５２．６ 
５２．０ 
５０．０ 
５０．０ 

２９．２ 

３８．５ 
１０．３ 
４１．７ 
７．７ 
３３．３ 
４２．９ 
５０．０ 

５０．０ 
２７．３ 
４７．４ 
２０．０ 
３１．３ 
１８．２ 

０．９ 

０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
３３．３ 
０．０ 
０．０ 

０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
３．１ 
０．０ 

（単位　％）

第5表　外食産業の輸入野菜使用状況 
（単数回答社数比率）   

い
る 

使
用
し
て 

し
て
い
る 

一
部
使
用 

い
な
い 

使
用
し
て 

不
明 

業
態 

売
上
規
模 

４５．６ 

７５．０ 
４２．３ 
２１．４ 
３３．３ 
０．０ 
６２．５ 
５０．０ 

５０．０ 
０．０ 
３０．０ 
６０．０ 
４２．９ 
６１．１ 

全体 

ファーストフード 
ファミリーレストラン 
ディナーレストラン 
パブ・居酒屋 
喫茶 
総合給食・給食 
その他 

１０億円未満 
１０～２０ 
２０～５０ 
５０～１００ 
１００～３００ 
３００億円以上 

資料　第４表に同じ 

増
大 

今
以
上
に 

変
わ
ら
な
い 

今
ま
で
と 

減
少
す
る 

不
明 

４５．６ 

１８．８ 
５０．０ 
７１．４ 
５０．０ 
１００．０ 
２５．０ 
５０．０ 

５０．０ 
８７．５ 
４０．０ 
４０．０ 
５２．４ 
２７．８ 

７．６ 

６．３ 
３．８ 
７．１ 
１６．７ 
０．０ 
１２．５ 
０．０ 

０．０ 
１２．５ 
３０．０ 
０．０ 
０．０ 
１１．１ 

１．３ 

０．０ 
３．８ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 

０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
４．８ 
０．０ 

（単位　％）

第6表　外食産業の輸入野菜使用, 今後の見込み 
（単数回答社数比率）   　　　　   



らない」（45.6％）と強い支持姿勢がうかが

える。また，売上規模が大きくなるほど輸

入志向が強くなる傾向にある（第６表）。

（３） 輸入原料価格高騰への対策

前記２（１）のとおり，食品製造業におい

ては00年以降原材料費率が上昇したが，こ

の要因の一部を構成する輸入原料価格の高

騰への対応を，農林漁業金融公庫による

「輸入農水産物の調達に関する調査
（注17）

（2007）」

で見てみよう。07年１月時点で「２～３年

前と比較して輸入農水産物の価格が高くな

った」と回答した企業（食品製造業47.0％，

飲食店（外食産業）54.7％）のなかで，食品

製造業では「価格転嫁」を選択した企業が

最も多く（48.2％），｢国産品への切替｣企業

数割合は13.9％にとどまった。飲食店（外

食産業）では「他の生産，流通コストの削

減」が45.7％と最も多く，２位が｢価格転

嫁｣（37 .1％）で，｢国産品への切替｣は

14.3％にとどまった。

（注８）｢主要食料原料｣は，産業連関表（投入表）
の，ある食品産業部門（品目）の生産に対して
投入（調達）される各原材料部門から筆者が品
目ごとに選定したもので，ほとんどすべての食
料原料を含む。

（注９）主要食料原料の輸入額・輸入量割合は，製
粉部門に関しては，小麦が国家貿易品目で２次
関税による民間輸入がほとんど行われていない
ことから，政府経由の輸入額・輸入量割合とい
うことになる。また，砂糖部門に関しては，蚕
糸砂糖類価格安定・農畜産業振興事業団による
輸入粗糖の全量買入売戻しが行われる。
これに伴い，国内農業保護のために，製粉に
ついては輸入小麦に対するマークアップ（差益）
が，砂糖については輸入粗糖に対する調整金が
徴収されることから，実際の主要食料原料比率
や輸入額割合は，この分高くなる。
輸入小麦の政府売渡価格は，円高を背景に86

年度から00年度にかけて40％超の引下げがなさ
れた（重田（2007））。粗糖の調整金込み輸入単価
も，00年には85年比で48％低下した（筆者試算）。
なお，｢砂糖｣には輸入粗糖の精製業と，国内
甘味資源を原料とする国内産糖製造業の両者を
含む。
おって，コーンスターチ用トウモロコシ輸入
には，国産振興のための国産品抱合せの関税割
当制度がある（国産いも澱粉１に対し輸入12が
無税）。

（注10）食品産業センター（2006）『平成18年度食
品産業統計年報』

（注11）日本食肉協議会（2007）『食肉関係資料』
（注12）農林水産省『牛乳乳製品統計』，なお，計
測単位の異なるアイスクリーム（34.9％減）は
除いた。

（注13）農林水産省（2007）「チーズの需給表」
（http://www.maff.go.jp/www/press/
press.htm）
なお，輸入ナチュラルチーズには，国産振興
のための国産品抱合せの関税割当制度がある
（国産１に対し輸入2.5が無税）。

（注14）（注10）に同じ。
（注15）（注10）に同じ。
（注16）JFによる会員企業を対象としたアンケート
とヒアリングによる調査で，アンケート発送企
業数383社，回答企業数114社（回収率29.8％）。

（注17）農林漁業金融公庫による全国の食品製造業
等を対象としたアンケート調査で，対象企業数
6,984社，有効回答数2,450社（35.1％）。

最後に，再び産業連関表に戻って，今度

は逆に野菜がどのような産業部門に販売

（投入）されているかという側面から整理

しておこう。

販売（投入）先で最も多いのは一般飲食

店で，2000年で2,227億円（うち輸入は279億

円，輸入割合12.5％，生産者価格ベース，以

下同じ），外食産業全体では5,080億円（う

ち輸入は368億円，輸入割合7.2％）となって

いる。２番目に多いのは農産保存食料品で
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以上，食品産業の原料調達の動向につい

て，できる限り定量的な検討を行ってみた。

品目（業種）別の詳しい検討は主に産業連

関表を用いたため，①内容が金額ベースと

なって数量，価格面の正確な動向把握に至

らなかったことと，②利用できる最新表が

2000年表という時点面での制約もあって十

分なものとはいえないものとなった。しか

し，バブル崩壊後の長期不況のなかでの消

費者の低価格志向を受けた食品産業の原料

調達動向，すなわち為替レートの円高

化と輸入自由化を援用しつつより安価

な輸入原料の投入（調達）割合を高め

る動きと，食品産業の原料構成につい

ては，一定程度品目（業種）別に概観

することができたものと思う。

しかしながら一方で注目しなければ

ならないのが，加工型食品製造業・外

食産業の食材仕入れの主力は国産品で

あり，それも生鮮野菜に限っては産地

段階からの仕入れが圧倒的に多いとい

うことである。これは，売上規模が小

さい外食企業ほど国産野菜志向が強い

事実とあいまって，地産地消における

食農連携の推進が，輸入対抗力，食料

自給率向上に有効・不可欠なことを示

している。

既に時代は02年２月からの景気拡大

下にあるものの，原油高と国際穀物相

場の上昇等により食品製造業の原料調

1,307億円（うち輸入は67億円，輸入割合

5.1％），次いで惣菜・寿司・弁当の991億円

（うち輸入は33億円，輸入割合3.3％）で，食

品製造業全体では3,267億円（うち輸入は

211億円，輸入割合6.5％）となる。

食品産業全体では8,347億円（うち輸入は

580億円，輸入割合6.9％）で，上記のすべて

の販売（投入）先において95年比で増加し

ている（第７表）。

なお，一般家庭消費（民間消費支出）は

１兆7,589億円（うち輸入は350億円，輸入割

合2.0％）で，食品産業が野菜の販路に占め

る割合は33.1％となる。

資料　農林水産省『農林漁業及び関連産業を中心とした産業連関表』
各年版から作成 

（注）１　９５年の「一般飲食店」は, 喫茶店等を含む「飲食店」の数値。
２０００年の喫茶店等を含む「飲食店」の数値は, ３８９，５６５百万円。 
２　正確には「産出先」だが, 分かりやすさを優先して「投入先」
とした。　 

第7表　野菜の販売（投入）先構成と販売先で 
野菜輸入が占める割合       

肉加工品 
畜産瓶･缶詰 
ねり製品 
めん類 
パン類 
菓子類 
農産瓶･缶詰 
農産保存食料品 
調味料 
冷凍調理食品 
レトルト食品 
惣菜･寿司･弁当 
その他の食料品 

食品製造業小計 

学校給食 
医療･保健等 
一般飲食店 
喫茶店 
遊興飲食店 
旅館等 

外食産業小計 

食品産業合計 

輸入 
国内生産額 

販売（投入）先 
９５年 
販売 

（投入）額 

３，００８ 
９，１２０ 
５，２２２ 
２，５５５ 
１，８５７ 
７，６００ 
１１，８６７ 
１０５，６７７ 
２９，７１４ 
２０，３１２ 
８，１０３ 
６１，２７１ 

２０ 

２６６，３２６ 

３６，４８１ 
７３，２３５ 
３００，１７６ 

（一般飲食店に含む） 

〃       
〃       

４０９，８９２ 

６７６，２１８ 

△７８，６６２ 
２，４０１，２０９ 

２，７４３ 
６，１４４ 
５，１９０ 
３，６２９ 
２，６３２ 
９，１１４ 
８，１００ 

１３０，７４１ 
２８，３３５ 
２０，０４８ 
１０，９２８ 
９９，０９２ 
２２ 

３２６，７１８ 

３８，４４８ 
７９，９７９ 
２２２，６５７ 
１５，０１６ 
７２，０３１ 
７９，８６１ 

５０７，９９２ 

８３４，７１０ 

△９３，６５８ 
２，５２４，０８６ 

販売 
（投入）額 

９０ 
２０２ 
１７０ 
１１９ 
８６ 

３，１５６ 
２６６ 
６，６８０ 
３，０１４ 
２，７１８ 
１，３９１ 
３，２５０ 

１ 

２１，１４３ 

１，２６１ 
２，６２３ 
２７，９０２ 
４９２ 
２，６７８ 
１，８５９ 

３６，８１５ 

５７，９５８ 

△９３，６５８ 
０ 

うち輸入 

００ 

３．３ 
３．３ 
３．３ 
３．３ 
３．３ 
３４．６ 
３．３ 
５．１ 
１０．６ 
１３．６ 
１２．７ 
３．３ 
４．５ 

６．５ 

３．３ 
３．３ 
１２．５ 
３．３ 
３．７ 
２．３ 

７．２ 

６．９ 

１００．０ 
０．０ 

同左割合 

（単位　百万円，％） 

おわりに



達コストは2000年を境に上昇に転じる一

方，消費者物価についてはデフレ傾向が継

続しているように思われる。そうしたなか

で，足元ではトウモロコシのバイオ燃料需

要増等が，関連品目の値上げを惹起しつつ

ある。食品産業は厳しい原料調達姿勢を保

持していくものと考えられるが，野菜に限

っても野菜の国内生産額2.5兆円の33％相

当（8,300億円，うち輸入調達580億円（輸

入割合6.9％））
（注18）

を調達する巨大セクターで

あり，農協系統としては引き続きその需要

動向を探りつつ的確に対応していく必要が

あろう。

（注18）産業連関表（2000年表）ベース。なお，主
要野菜13品目（指定野菜14品目－馬鈴薯）に関
する小林（農林水産政策研究所）の試算によれ
ば，05年度で加工・業務用需要割合（数量ベー
ス）は55％，加工・業務用需要における輸入割

合は32％（聞き取り07年１月）。いずれもカッ
ト・冷凍，加工輸入野菜を含む数値。
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